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はじめに 

 

平成 25 年度も食の安全に関わる様々な事案があった。食品中の放射性物質については、

関係者による低減対策等により、基準値を超える食品はほとんど検出されなくなったが消費

者の不安が完全に取り払われたわけではない。昨年より増加傾向にあるノロウィルスによる

食中毒については、12月に学校給食における集団感染を皮切りに食品事業者での感染が問題

となった。また、冷凍食品に農薬が意図的に混入された事件も発生したが、本件は、従業員

の逮捕を受け事件の責任をとり、経営トップが辞任することになるなど、食品の安全・安心

に対しては企業の経営姿勢までが厳しく問われることがあらためて示されることとなった。

一方、6月には食品表示法が成立し、食品表示が消費者にも事業者にもわかりやすくなる一

歩を踏み出したものの、外食産業による食材の偽装が問題となるなど、食の安全は安心の域

まで対策を講じることが必要となった元年と言えるだろう。 

このように、消費者の食品安全への関心、要望が高まる中、食品企業へのリスクマネジメ

ントおよび危機管理体制強化の要望はさらに高まり、食品関連企業における共通の課題とな

っている。様々な食品安全の法規制や高まる顧客の要求に応えるため、企業は食品の基本的

な法規制と職場慣行だけでなく、潜在的な危機への予防対策を講じる必要がある。食品安全

マネジメントシステムはこれら全ての要素を基本に構成されており、システムを構築するこ

とにより食品関連のリスク管理が可能となる。更に、米国における食品安全強化法の施行、

GFSI（Global Food Safety Initiative）に代表されるグローバルな食品安全の規格統一へ向

けた潮流など、我が国においても食の安全が国際的な規格において確保されていることが求

められるようになってきた。 

農林水産省では、前年度に引き続き、平成 25 年度も食品産業における一般的衛生管理の

徹底および HACCP 手法の導入による食品の品質管理の向上やコンプライアンスの徹底等を通

して、消費者の信頼を確保し、国内企業の国際競争力強化を図るための取り組みを支援する

こととなった。当センターでは「食品産業グローバル革新条件整備事業のうち食品の品質管

理体制強化対策」補助事業を受託し、食品製造事業者の過半を占める売上高 50 億円以下の

中小零細規模層における一般的衛生管理の徹底および HACCP 手法導入の加速化、消費者への

啓蒙、並びに中小食品製造事業者に対する品質管理水準等に関する情報の収集・整備、情報

の発信のため、昨年度に引き続き全国 9カ所で「一般的衛生管理徹底&HACCP 導入研修会」を

実施した。更に、今年度新たに受託した「よくわかる食品安全マネジメント研修会」を同じ

9地区で時期をずらして実施し、一層充実した内容の研修の実施を目指した。 

また、本年度は消費者向けの啓発を強化するため、工場見学を伴った消費者向けセミナー

を全国 9カ所で実施した他、新たな試みとして、学識者、食品事業者、行政、消費者を一同

に会したパネル・ディスカッションを軸とした「消費者食品安全セミナー」を東京・大阪の

2カ所で実施した。 

更に、HACCP 関連情報を提供するホームページを活用し、従来の HACCP に関する文献情報

に加えて、新たに海外取引先が取引条件として求める品質管理水準等の情報を提供し、デー
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1. 事業の趣旨 

 

放射能問題による日本産農林水産物等に対する輸入規制も緩和されつつあるが、まだ完全

に日本製品の輸出が回復したわけではない。政府の金融政策による円安状態は輸出には追い

風となりつつあるが、円安による原料高・商品安が打破しきれない厳しい状況のまま、国内

外から「食の安全・安心」という大きな命題に取り組むことを求められている。政府が目標

と掲げる輸出拡大に対しては、グローバル化する食の安全システムを我が国の農林水産物・

食品へ浸透させ、輸出のみならず、国内の消費者からの信頼を確実にすることが、今後の農

政にとって重要な課題である。 

農林水産省では、6月14日に閣議決定した「日本再興戦略」に示された戦略に基づき、攻

めの農林水産業推進本部を中心に、「農林水産物・地域の活力創造プラン」を策定し、7月に

発表された主要検討事項に ①食の安全の確保、②消費者の信頼の確保、が挙げられた（「食

の安全、消費者の信頼を確保するための方策」）。攻めの農林水産業を推進するためには、

その大前提として、食品の安全と食料の安定供給を確保するとともに、食品に対する消費者

の信頼を確保することが重要であり、検討課題のひとつである「国内外の需要を取り込むた

め、輸出促進等の施策を推進」するために「HACCPの普及促進」、「国内外の需要の取り込み

の前提となる食の安全と消費者の信頼の確保」を実施することが急務と考えられる。 

しかしながら、現時点でのHACCP等の国際基準の導入状況は特に中小企業で低く、今年度

はこれら中小企業への支援を強化するため、いわゆるHACCP支援法の改正も行われ、HACCP導

入の前段階の衛生・品質管理の基盤となる施設や耐性の整備（高度化整備）のみに取り組む

場合まで支援の対象を広げられた。これを機会にその基盤となる事項（施設・設備および作

業の衛生管理事項等について定めたもの）の整備と並行して行うことが有効と考え、HACCP

手法の導入および一般的衛生管理の徹底による食品の品質管理の向上やコンプライアンスの

徹底等を通じた消費者の信頼を確保するための取り組みを支援することを目的として、平成

25年度には、「食品産業グローバル革新条件整備事業」が策定された。 

当センターでは、そのうちの第1項「食品の品質管理体制強化対策事業」における下記(1)

および(2)について農林水産省より補助事業を受託した。 

 

(1) 農林水産省食料産業局企画課が作成する「衛生管理・品質管理の基盤となる事項（以

下「基盤事項」という。）について普及啓発資料やホームページなどを活用して民

間事業者および行政関係部局への幅広い普及を図る。 

(2) 品質管理体制強化へ向け意識の向上した事業者に対して、国際的に通用するHACCP

導入やマネジメント体制強化を行うための人材育成の取り組みを推進する。 

 

本報告書は、上記の(2)について、下記の①～③の計画を立案、実施した結果を取りまとめ

たものである。 

 

①中小零細の食品製造企業の品質管理部門担当者を対象とした「一般的衛生管理徹底

&HACCP 導入研修会」を実施する。 
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